
Ⅳ 米粉に関する動向

１ 生産動向

米粉用米の生産量は、平成25年産以降２万トン前後で推移し
ていましたが、令和２年産は3.3万トンと過去最高の平成23年
産に次ぐ規模まで回復しています（表Ⅳ－１）。

２ 需要動向

米粉用米の需要量は、平成24年度以降、年間２万トン程度で
推移していましたが、平成30年以降、「米粉の用途別基準」や
「ノングルテン米粉製品第三者認証制度」の運用の開始、アル
ファ化米粉等の新たな米粉加工品の開発、大手流通企業の米粉
製品の取り扱いの増加等により、平成30年度は31千トン、令和
元年度及び２年度は36千トンに増加しています（表Ⅳ－２） 。

今後の更なる需要拡大のため、令和２年10月に制定したノン
グルテン米粉の製造工程管理JASの周知やアルファ化米粉等の
新たな米粉加工品の普及等による日本産米粉の需要拡大に向け
た取組等を推進する必要があります。

表Ⅳ－１ 上位５県の米粉用米の生産量と作付面積の推移

（参考） 米粉及び小麦粉の販売価格（税抜き）

米粉：１００～３２０円／kg程度

（小麦粉 ：１００～１２０円／kg程度）

注1）28～30年度については、新規需要米取組計画を認定した全需要者からの聞き取り。
注2）元年度及び２年度については、新規需要米取組計画を認定した主要な需要者からの

聞き取りにより推計。

表Ⅳ－２ 米粉用米の需要量（需要者からの聞き取り）
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資料：27～元年産は新規需要米生産集出荷数量、２年産は新規需要米取組計画

認定結果数量。（農林水産省）

（単位：千トン）

28年度 29年度 30年度 元年度 2年度見込

23 25 31 36 36

（単位：千トン、千ha）

28年産 29年産 30年産 元年産 ２年産

新潟県
生産量 8.7 13.0 10.2 7.9 9.4

作付面積 1.5 2.4 1.9 1.4 1.7

埼玉県
生産量 0.9 3.0 3.1 3.7 4.5

作付面積 0.2 0.6 0.6 0.7 0.9

栃木県
生産量 0.0 1.9 3.3 3.6 4.1

作付面積 0.0 0.3 0.6 0.7 0.8

秋田県
生産量 0.7 1.2 1.4 2.3 2.5

作付面積 0.1 0.2 0.2 0.4 0.5

群馬県
生産量 1.2 1.2 1.5 1.5 1.6

作付面積 0.2 0.2 0.3 0.3 0.3

全国計
生産量 19.0 28.4 27.7 28.0 33.4

作付面積 3.4 5.3 5.3 5.3 6.3



・農林水産大臣は、米穀の新用途への利用の促進に関する基本
方針を定める

生産製造連携事業計画

生産者 製造事業者 促進事業者

必須

米穀の新用途への利用の促進に関する法律

米穀の新用途への利用の促進に関する基本方針

・関係者が連携して計画を作成。米穀の新用途への利用の促進
に関する基本方針に照らし適切な計画について、農林水産大臣
が認定（計画期間は３～５年）

図Ⅳ 米粉用米に対する支援措置

３ 米粉用米に対する支援

① 米粉用米については、その利用の拡大を図るために、平成21年に
「米穀の新用途への利用の促進に関する法律」が制定されました。
同法に基づく「生産製造連携事業計画」の認定を受け、「農山漁村

活性化計画」の採択を受けた取組に対して、米粉用米の生産・加工
に必要な施設整備等の支援を行っています。

② 米粉用米の生産者に対しては水田活用の直接支払交付金による
支援を行っています。また、ノングルテン米粉やノングルテン米粉を
使用した製品の表示、米粉の用途別基準により、需要者ニーズに
合った高品質な米粉の製造や輸出拡大の取組を支援しています。

③ 令和３年度は、新たに制定したノングルテン米粉の日本農林規格
の周知やアルファ化米粉等の新たな米粉加工品の普及等、米粉の
需要拡大や米粉用米の生産拡大のための条件を整備する取組等を
支援していくこととしています。

予 算 措 置

【水田活用の直接支払交付金】
水田を活用して米粉用米等の作物を生産する農業者に対し、交付
金を直接交付 （米粉用米：収量に応じ、5.5万円～10.5万円／10a）

【農山漁村振興交付金】
米粉・飼料用米の生産・加工に係る施設整備に対し交付金を交付
（補助率：定額1/2）

金 融 措 置

【日本政策金融公庫による低利融資】（食品安定供給施設整備資金）

米粉製造施設、米粉を原料とした食品の製造、加工施設等への融資
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※標準単収以上の収量が確実だった者には、自然災害等の場合でも、特例措置として、
標準単価（８万円/10a）で支援。

※「産地交付金」により、地域で作成する水田収益力強化ビジョンに基づき、二毛作や耕畜
連携を含め、産地づくりに向けた取組を支援。また、３年以上の複数年契約に取り組んだ
場合、1.2万/10aを各都道府県に対して追加配分。

【持続的生産強化対策事業】

・新たな日本農林規格の周知
・新たな米粉加工品の普及
・米粉用米産地の育成
等の取組を支援 （補助率：定額）

戦略的輸出事業者と産地が連携して取り組む日本産コメ・コメ加
工品の海外需要開拓・プロモーションや品目団体等によるオール
ジャパンでのプロモーションを支援 （補助率：定額、1/2）

米粉を使用した嚥下障害者のための嚥下食の開発、普及活動等を
支援 （委託）

【コメ・コメ加工品輸出推進緊急対策事業】

【イノベーション創出強化研究推進事業】



Ⅴ 令和２年度中に締結した国際交渉の概要（麦関係）
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１ 日英ＥＰＡ協定概要（麦）（令和３年１月１日発効） ２ 地域的な包括的経済連携（RCEP)協定（麦）
（令和２年１１月１５日署名（未発効））



（参考） 麦の国境措置

小 麦 大 麦

輸入数量

価格

輸入数量

価格

政府売渡価格

マークアップ
（輸入差益）※

※45.2円/kgを上限

輸入価格

（枠内税率０円/kg）

枠内輸入（国家貿易） 枠外輸入

（民間貿易）
枠外税率を支払っ
て輸入された数量
(令和元年度)
1.6千トン

ＷＴＯカレント・アクセス数量
5,740千トン

枠外税率
55円／㎏

政府売渡価格

輸入価格
（枠内税率０円/kg）

ＷＴＯカレント・アクセス数量
1,369千トン

枠内輸入（国家貿易） 枠外輸入
（民間貿易）

枠外税率を支払っ
て輸入された数量

(令和元年度)
0.7千トン

枠外税率
39円／㎏

民間貿易の場合
の輸入価格

民間貿易の場合
の輸入価格

※28.6円/kgを上限

マークアップ
（輸入差益）※
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既存のＷＴＯカレント・アクセス数量に加え、ＣＰＴＰＰ（カナダ枠、
豪州枠）、日ＥＵＥＰＡ（ＥＵ枠）、日米貿易協定（米穀枠）を設定。

既存のＷＴＯカレント・アクセス数量に加え、ＣＰＴＰＰ（ＣＰＴ
ＰＰ枠）、日ＥＵＥＰＡ（ＥＵ枠）を設定。




